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株式会社東京スタジアム 

 

第１ 監査対象の概要 

１ 事 業 の 内 容 

（１）事 業 の 概 要 

株式会社東京スタジアム（以下「会社」という。）は、三鷹、府中、調布の３市にまたがる調

布基地跡地に構想された「武蔵野の森総合スポーツ施設」の中核をなす競技場（以下「スタジ

アム」という。）の建設及び管理運営の受託等を主たる目的として、平成６年８月に設立され

た。 

会社は平成１０年６月にスタジアムの建設に着手し、平成１２年１０月にしゅん工させ、平

成１３年３月より運営している。 

なお、スタジアムの概要は、表１のとおりである。 

 
（表１）スタジアム等施設概要 

施設名 しゅん工時期及び整備方法 内容及び規模 

観客席数 
上層スタンド 
下層スタンド 

約２１，０００席 
約２９，０００席 

スタジアム 

しゅん工：平成１２年１０月 
 
会社が整備して都に売却 
都から会社に無償貸与 フィールド 

天然芝 
 
人工芝 

約 ８，３００㎡ 
 （110.5×75.4ｍ） 
約１２，０００㎡ 

観客席数 ２，０００席（仮設スタンド） 
セカンドフィールド 

しゅん工：平成１３年３月 
都が整備して会社に無償貸与 フィールド 

天然芝 
人工芝 

約２３１，０００㎡ 
約  ２，３００㎡ 

商業施設 
しゅん工：平成１２年１０月 
会社が整備して都に売却 
都から会社に無償貸与 

５店舗（飲食店４店舗、物販店１店舗） 
延べ床面積 約１，３７０㎡ 

第二商業施設 
しゅん工：平成１４年８月 
会社が整備して都に寄付 
都から会社に無償貸与 

１店舗（スポーツ用品店１店舗） 
延べ床面積約５２０㎡ 

コート数 ３ 
フットサルコート 

しゅん工：平成１４年３月 
 
会社が整備・保有・運営 人工芝 約２，５５１㎡ 

 

（２）都との関係 

都は、会社に対し資本金９６億５，２５０万円（平成１４年度末現在）のうち、３５億円（３

６．３％）を出資している。 

都は、平成１２年１２月２６日、スタジアム本体及び附帯商業施設を３０７億円で会社から

取得するとともに、４５年間の施設利用権を４４億４，８３８万円の権利金で会社に与えてい

る。取得代金の残額２６０億４，０００万円は２０年割賦となっている。 

また、都は会社に対しスタジアム施設等を無償で貸し付けている（貸付期間：５年）。 
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（３）債権信託契約 

会社は、平成１２年１２月２６日、みずほ信託銀行株式会社と債権信託契約を締結し、都に

対して有する東京スタジアム施設等割賦代金債権（２６０億４，０００万円、２０年割賦、利

率２．３９％）を信託（信託手数料：信託元本残高に年率０．０４％を乗じた金額）するとと

もに、建設資金調達にかかる長期借入債務（２６０億４，０００万円、借入期間２０年、利率

２．３５％）を引き受けさせている。（図１のとおり） 

 
（図１）債権信託契約による債権債務の譲渡 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注）細線は債権債務関係を示し、太線が実際の資金の流れを示す。 

 

２ 組   織 

会社は、事務所を調布市西町３７６番地３に置き、役員１６名（代表取締役社長１名、取締役

１１名、監査役４名（うち非常勤役員１４名））、社員１３名（うち、都派遣職員８名）で、１部

３課をもって構成されている。 

 

第２ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成１３年度（第８期）及び平成１４年度（第９期）の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）建 設 局   平成１５年９月１７日及び同年１０月１日 

（２）会   社   平成１５年９月１８日から同月３０日まで 

 

（株）東京スタジアム 

 

東京都 

 

みずほ信託銀行（株） 

割賦元本・利息（信
託手数料相当額を
含む）の支払 

借入元本・利息支払  
長期借入債務 
２６０億４，０００万円 
利率２．３５％ 

施設等割賦代金債権 
２６０億４，０００万円 
利率２．３９％ 

施
設
売
却 

債権の信託的譲渡 

資
金
調
達 

債務引き受け 

債権信託契約 
・割賦代金債権信託 
・長期借入債務引き受け 

信託手数料 
年率０．０４％ 

銀行団 
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第３ 監査の結果 

１ 経営状況について 

（１）事業の実績 

スタジアムは、社団法人日本プロサッカーリーグに参加しているＦＣ東京（東京フットボー

ルクラブ（株））及び東京ヴェルディ１９６９（（株）日本テレビフットボールクラブ）のホー

ムスタジアムとしてＪリーグのプロサッカーの試合会場として利用されているほか、コンサー

トやラグビー等の会場としても利用されている。これら施設利用に係る平成１３年度及び平成

１４年度における事業実績は、表２のとおりである。 

また、スタジアム内への広告看板の設置、付帯商業施設の運営委託等を行っている。 

なお、スタジアムのネーミング・ライツ（命名権）を味の素株式会社に販売し（契約日：平

成１４年１１月２９日、契約期間：５年間、契約金額：１２億円）、平成１５年３月から、メ

インスタジアムの名称を「味の素スタジアム」、セカンドフィールドの名称を「アミノバイタ

ルフィールド」と変更している。 

 

（表２）スタジアム事業実績 
（単位：日、百万円、千人） 

平成１４年度 平成１３年度 増（△）減 
区分 開催 

日数 
収入 

入場者
数 

開催 
日数 

収入 
入場者
数 

開催 
日数 

収入 
入場者
数 

Ｊリーグ 27 179 448 31 246 599 △4 △67 △151 
コンサート 11 236 505 4 106 200 7 132 305 
その他 97 69 200 69 84 282 28 △15 △82 

計 135 484 1,154 104 434 1,082 31 50 72 
 （注）Ｊリーグにはヤマザキナビスコカップの試合を含んでいる。 
 

（２）経営成績 

平成１４年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりであり、１，３１４万余円の当

期損失を計上している。 

営業損益について見ると、営業収益は８億７，９３４万余円で前年度（８億４，６１０万余

円）と比較して３，３２４万余円（３．９％）増加している。（内訳は表３のとおり） 

また、営業費用は８億５，２３１万余円で前年度（７億４，１１６万余円）と比較して１億

１，１１４万余円（１５．０％）増加している。これは売上原価が９，８３３万余円、販売費

及び一般管理費が１，２８１万余円、それぞれ増加したことによるものである。 

この結果、営業損益は２，７０３万余円の営業利益となり、前年度（１億４９４万余円）と

比較して７，７９０万余円（７４．２％）減少している。 

次に営業外損益について見ると、営業外収益は、１，２５７万余円で前年度（２，２０７万

余円）と比較して９５０万余円（４３．０％）減少している。これは、主に雑収入が減少した

ことによるものである。 

また、営業外費用は５，１５４万余円で前年度（５，０８２万余円）と比較して７１万余円
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（１．４％）増加している。これは主に雑支出が増加したことによるものである。 

以上の結果、経常損益は１，１９３万余円の経常損失となり、前年度（７，６１９万余円の

経常利益）と比較して８，８１２万余円（１１５．７％）減少している。 

特別利益は１億１，１３０万円で、これは第二商業施設を都から無償で借り受けたことにか

かる固定資産利用権受贈益である。 

特別損失は１億１，１３０万円で、これはスタジアムが建設した第二商業施設を都に寄付し

たことにかかる寄付金である。 

 

（表３）売上内訳 
（単位：千円、％） 

平成１４年度 平成１３年度 増（△）減 
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減比 
施設利用 484,792 55.1 434,157 51.3 50,635 11.7 

広告看板 164,888 18.8 218,581 25.8 △53,693 △24.6 

委託業務 126,994 14.4 121,166 14.3 5,828 4.8 
撮影 10,850 1.2 25,657 3.0 △14,807 △57.7 

諸室備品 44,016 5.0 25,470 3.0 18,546 72.8 

駐車場 21,301 2.4 20,223 2.4 1,078 5.3 
その他 26,505 3.0 849 0.1 25,656 － 

計 879,349 100   846,107 100   33,243 3.9 

 

（３）財政状態 

平成１４年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産合計８５億５，

３５５万余円、負債合計４億２，２７３万余円、資本合計８１億３，０８２万余円となってい

る。 

資産は、前年度（８４億３，２８４万余円）と比較して１億２，０７０万余円（１．４％）

増加している。このうち、流動資産は２４億９，１５０万余円で、前年度（３７億７，１９９

万余円）と比較して１２億８，０４９万余円（３３．９％）減少している。これは主に、有価

証券が２億２２万余円増加したものの、現金及び預金が１４億９，４２９万余円減少したこと

によるものである。また、固定資産は５９億６，０６８万余円で、前年度（４５億８７９万余

円）と比較して１４億５，１８８万余円（３２．２％）増加している。これは、施設利用権の

償却等により無形固定資産が８，６７７万余円、開業費の償却により繰延資産が５，０６８万

余円、それぞれ減少したものの、フットサルコートの整備により有形固定資産が１億２，７８

９万余円、公債等の購入により投資等が１４億１，０７７万余円増加したことによるものであ

る。 

負債は、前年度（２億８，８８８万余円）と比較して１億３，３８４万余円（４６．３％）

増加している。このうち、流動負債は２億４，４５３万余円で、前年度（１億２，９１８万余

円）と比較して１億１，５３４万余円（８９．３％）増加している。これは主に、営業未払金
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が１億１，０５０万余円増加したことによるものである。また、固定負債は１億７，８２０万

円で、前年度（１億５，９７０万円）と比較して１，８５０万円（１１．６％）増加している。

これは預り保証金が増加したことによるものである。 

資本は、前年度（８１億４，３９６万余円）と比較して１，３１４万余円（０．２％）減少

している。これは、当期損失によるものである。 

 

以上、経営状況について述べてきたが、事業は出資目的に沿っておおむね適正に運営されている

ものと認められるものの、別項指摘事項にあるとおり、今後、是正を要する事項が認められた。 

 

２ 指摘事項 

（１）局関係 

ア 財産を適切に管理すべきもの 

局は会社から東京スタジアム及び付帯商業施設（以下「スタジアム施設」という。）の譲渡

を受け、これを会社に無償貸与している。（「東京スタジアム譲渡契約書」及び「建物、工作

物及び立木無償貸与契約書」、平成１２年１２月２６日付、以下、「契約書」という。） 

契約書によると、譲渡及び貸与の対象となる物件（以下「対象物件」という。）は、競技場、

商業施設及びこれらに関連する付帯設備となっている。 

ところで、スタジアムの運営にあたって会社が利用している物品（表４に例示）について

見たところ、局は、これらを対象物件として契約書に明記しておらず、スタジアム施設と一

体のものとしている。 

しかしながら、これらの物品はスタジアム施設と一体不可分なものではないことから、ス

タジアム施設と別個の財産として取り扱うべきである。 

局は、スタジアム施設に含めて譲渡を受けかつ貸与している物品について、別個の財産と

して適切に管理されたい。 

 
（表４）誤ってスタジアム施設と一体としている物品の例 

 名称 価格等 

１ メインスタジアム用サッカーゴールポスト１組 カタログ価格約２００万円 
２ セカンドフィールド用サッカーゴール１組 カタログ価格約１００万円 
３ スタジアム周辺模型 価格不明 
４ スタジアム模型 価格不明 
５ 芝生保護シート８８００枚 取得価格１億３００万円 

 

 

 

 

 

 



（別表１）比較損益計算書

平成１４年度 平成１３年度

金額 金額 金額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝A－B）

879,349,892 846,107,090 33,242,802 3.9

売上高 879,349,892 846,107,090 33,242,802 3.9

852,314,555 741,165,567 111,148,988 15.0

売上原価 611,569,531 513,232,613 98,336,918 19.2

販売費及び一般管理費 240,745,024 227,932,954 12,812,070 5.6

27,035,337 104,941,523 △ 77,906,186 △ 74.2

12,574,049 22,077,917 △ 9,503,868 △ 43.0

受取利息 3,465,643 952,321 2,513,322 263.9

雑収入 9,108,406 21,125,596 △ 12,017,190 △ 56.9

51,542,666 50,829,237 713,429 1.4

開業費償却 50,685,905 50,685,904 1 0.0

雑支出 856,761 143,333 713,428 497.7

△ 11,933,280 76,190,203 △ 88,123,483 △ 115.7

111,300,000 100,000,000 11,300,000 11.3

固定資産利用権受贈益 111,300,000 0 111,300,000 －

補助金収入 0 100,000,000 △ 100,000,000 △ 100  

111,300,000 0 111,300,000 －

寄付金 111,300,000 0 111,300,000 －

△ 11,933,280 176,190,203 △ 188,123,483 △ 106.8

1,210,000 1,210,000 0 0

△ 13,143,280 174,980,203 △ 188,123,483 △ 107.5

△ 1,508,534,432 △ 1,683,514,635 174,980,203 △ 10.4

△ 1,521,677,712 △ 1,508,534,432 △ 13,143,280 0.9

11当期利益（９－10）

12前期繰越利益

13当期未処理損失（11＋12）

（単位：円、％）

８特別損失

９税引前当期利益（６＋７－８）

10法人税、住民税及び事業税

５営業外費用

６経常利益（３＋４－５）

７特別利益

２営業費用

３営業利益（１－２）

４営業外収益

科目

増（△）減

率

１営業収益
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（別表２）比較貸借対照表

金額（Ａ） 構成比 金額（Ｂ） 構成比 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率
2,491,500,284 29.1 3,771,997,701 44.7 △ 1,280,497,417 △ 33.9
2,210,888,589 25.8 3,705,186,880 43.9 △ 1,494,298,291 △ 40.3

55,637,421 0.7 51,538,680 0.6 4,098,741 8.0
200,221,667 2.3 0 0 200,221,667 －
9,649,318 0.1 7,482,225 0.1 2,167,093 29.0
11,014,393 0.1 0 0 11,014,393 －
4,144,533 0 7,892,993 0.1 △ 3,748,460 △ 47.5
△ 55,637 △ 0.0 △ 103,077 △ 0.0 47,440 △ 46.0

5,960,680,534 69.7 4,508,793,111 53.5 1,451,887,423 32.2
287,982,311 3.4 160,087,770 1.9 127,894,541 79.9
312,706,793 3.7 165,731,234 2 146,975,559 88.7

△ 24,724,482 △ 0.3 △ 5,643,464 △ 0.1 △ 19,081,018 338.1
建物 50,267,166 0.6 36,334,012 0.4 13,933,154 38.3
減価償却累計額 △ 1,309,906 △ 0.0 △ 68,126 △ 0.0 △ 1,241,780 －
建物附属設備 95,274,379 1.1 30,256,668 0.4 65,017,711 214.9
減価償却累計額 △ 4,302,128 △ 0.1 △ 382,163 △ 0.0 △ 3,919,965 －
構築物 62,503,121 0.7 62,503,121 0.7 0 0
減価償却累計額 △ 3,790,015 △ 0.0 △ 291,537 △ 0.0 △ 3,498,478 －
車両運搬具 7,217,700 0.1 7,217,700 0.1 0 0
減価償却累計額 △ 2,419,873 △ 0.0 △ 1,034,235 △ 0.0 △ 1,385,638 134.0
工具器具備品 97,444,427 1.1 29,419,733 0.3 68,024,694 231.2
減価償却累計額 △ 12,902,560 △ 0.2 △ 3,867,403 △ 0.0 △ 9,035,157 233.6

4,244,941,061 49.6 4,331,720,990 51.4 △ 86,779,929 △ 2.0
ソフトウェア 18,464,760 0.2 6,391,667 0.1 12,073,093 188.9
電話加入権 509,600 0 509,600 0 0 0
施設利用権 4,225,966,701 49.4 4,324,819,723 51.3 △ 98,853,022 △ 2.3

1,427,757,162 16.7 16,984,351 0.2 1,410,772,811 －
投資有価証券 1,303,274,976 15.2 0 0 1,303,274,976 －
長期前払費用 112,115,186 1.3 2,493,334 0 109,621,852 －
その他投資 12,367,000 0.1 15,304,034 0.2 △ 2,937,034 △ 19.2
貸倒引当金 0 0 △ 813,017 △ 0.0 813,017 △ 100  

101,371,810 1.2 152,057,715 1.8 △ 50,685,905 △ 33.3
101,371,810 1.2 152,057,715 1.8 △ 50,685,905 △ 33.3

8,553,552,628 100 8,432,848,527 100 120,704,101 1.4

流動負債 244,530,340 57.8 129,182,959 44.7 115,347,381 89.3
営業未払金 163,963,911 38.8 53,455,842 18.5 110,508,069 206.7
未払金 69,117,063 16.4 44,227,208 15.3 24,889,855 56.3
未払費用 3,742,021 0.9 6,014,374 2.1 △ 2,272,353 △ 37.8
未払法人税 1,210,000 0.3 1,210,000 0.4 0 0
預り金 343,876 0.1 1,307,362 0.5 △ 963,486 △ 73.7
その他 6,153,469 1.5 22,968,173 8 △ 16,814,704 △ 73.2

固定負債 178,200,000 42.2 159,700,000 55.3 18,500,000 11.6
預り保証金 178,200,000 42.2 159,700,000 55.3 18,500,000 11.6

負債合計 422,730,340 100 288,882,959 100 133,847,381 46.3

資本金 9,652,500,000 118.7 9,652,500,000 118.5 0 0
当期未処理損失 △ 1,521,677,712 △ 18.7 △ 1,508,534,432 △ 18.5 △ 13,143,280 0.9

前期繰越損失 △ 1,508,534,432 △ 18.6 △ 1,683,514,635 △ 20.7 174,980,203 △ 10.4
当期損失 △ 13,143,280 △ 0.2 174,980,203 2.1 △ 188,123,483 △ 107.5

資本合計 8,130,822,288 100 8,143,965,568 100 △ 13,143,280 △ 0.2
負債資本合計 8,553,552,628 8,432,848,527 120,704,101 1.4

（単位：円、％）

資産合計

繰延資産
開業費

投資等

無形固定資産

　取得価格
　減価償却累計額

貸倒引当金
固定資産

現金及び預金
売掛金

科目

有形固定資産

未収消費税等
その他

有価証券
前払費用

平成１４年度 平成１３年度 増（△）減

流動資産
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